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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注)  1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

  

当第1四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社2社）において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第15期 

前第1四半期 
連結累計期間

第16期 
当第1四半期 
連結累計期間

第15期

会計期間
自  平成24年4月 1日 
至  平成24年6月30日

自  平成25年4月 1日 
至  平成25年6月30日

自  平成24年4月 1日 
至  平成25年3月31日

売上高 (百万円) 7,843 8,309 35,178 

経常利益 (百万円) 725 1,262 4,411 

四半期(当期)純利益 (百万円) 438 789 2,701 

四半期包括利益又は 
包括利益 

(百万円) 410 792 2,672 

純資産額 (百万円) 22,922 25,283 24,838 

総資産額 (百万円) 27,748 29,743 31,355 

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) 41.19 74.08 253.56 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 82.6 85.0 79.2 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第1四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

 当第1四半期連結会計期間において、新たに決定、締結、変更または解約した経営上の重要な契約等

はありません。 

  

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。 

  
(1) 業績の状況 

当第1四半期（平成25年4月1日～平成25年6月30日）におけるわが国経済は、日銀による大規模な金融

緩和など新政権下における経済対策への期待感から円安・株高が進行、景気回復に向けた兆しが見え始

めました。一方、景況感の改善を背景に、国内企業の設備投資は復調に転じつつありますが、IT投資の

抑制が解けきるには至っておらず、情報サービス産業の成長は横ばいで推移いたしました。 

 このような事業環境のなかで当社グループは、平成25年度を初年度とする中期経営計画を策定、「一

般市場でのビジネス強化」「パナソニックグループとのパートナーシップ強化」「新市場拡大と高収益

体質の両立」の3テーマに取り組んでおります。 

   

①当第1四半期における当社グループの経営成績  

 
   

当第1四半期におきましては、中期経営計画達成に向け、一般市場のお客さまへの拡販と、パナソニ

ックグループにおけるパートナーシップ構築・強化に取り組みました。また、コスト抑制や業務効率化

など、経営体質の改善についても継続的に推進いたしました。 

 その結果、売上高は、一般市場のお客さまからのクラウドサービス受注拡大やパナソニックグループ

における成長戦略案件のサービスインなどにより増収となりました。利益につきましても、システムサ

ービスにおける増販や、合理化の促進などにより、大幅な増益となりました。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

前第1四半期 当第1四半期
比較増減
（％）金額

（百万円）
構成比
（％）

金額
（百万円）

構成比
（％）

売  上  高 7,843 100.0 8,309 100.0 5.9 

営  業  利  益  719 9.2 1,259 15.2 75.0 

経 常 利 益 725 9.3 1,262 15.2 74.0 

四半期 純利益 438 5.6 789 9.5 79.8 
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②当第1四半期における取り扱い品目別の状況 

 
※当第1四半期より、取り扱い品目の表記を変更いたしました。詳細は「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表

注記事項 追加情報」をご参照ください。 

  

ａ．システムサービス 

売上高は56億2千4百万円（前年同期比3.1％増）、売上高総利益率は26.2％（前年同期は20.2％）と

なりました。 

 既存顧客に対するサービス提供価格の下落はあったものの、一般市場向けのクラウドサービス、パナ

ソニックグループ向けの新規システム運用・保守案件が増加したことにより、全体の売上高は前年同期

を上回りました。 

 売上高総利益率につきましては、システム運用管理の徹底した効率化による原価改善の結果、前年同

期を上回りました。 

  
ｂ．システムソリューション 

売上高は26億8千4百万円（前年同期比12.3％増）、売上高総利益率は18.3％（前年同期は17.0％）と

なりました。 

 当第1四半期は、一般市場における主なシステム構築案件として製造業向けERPシステム、文教向けシ

ンクライアントシステムに取り組みました。また、パナソニックグループにおいては、昨年来構築に取

り組んできたシステムがサービスインしました。 

 その結果、売上高・売上高総利益率ともに前年同期を上回りました。 

  

 

前第1四半期 当第1四半期
売上高 

比較増減
（％）

売上高 
総利益率
ポイント
差異

売上高 
（百万円）

売上高 
総利益率
（％）

売上高 
（百万円）

売上高 
総利益率 
（％）

a.システムサービス 5,454 20.2 5,624 26.2  3.1 6.0 

b.システムソリューション 2,389 17.0  2,684 18.3 12.3 1.3 

    合    計 7,843 19.2 8,309 23.6 5.9 4.4 
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(2) 財政状態の分析 

当第1四半期連結会計期間末の資産は前連結会計年度末に比べ16億1千1百万円減少し（前期末比5.1％

減）、297億4千3百万円となりました。 

a.流動資産 

パナソニック株式会社などへの預け金を15億2千3百万円積み増したのに対して、期末月の売上減

少により受取手形及び売掛金が31億6千7百万円減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ13

億9千6百万円減少し（前期末比5.4％減）、243億3千3百万円となりました。 

b.固定資産 

ハードウェアを中心に償却がすすみ、有形固定資産が1億7千9百万円減少したことなどから、前

連結会計年度末に比べ2億1千5百万円減少し（前期末比3.8％減）、54億9百万円となりました。 

c.流動負債 

年度末の仕入債務・設備買入債務が決済されるなど、支払手形及び買掛金が7億円、未払金が6億

9千7百万円それぞれ減少したこと、前連結会計年度に係る確定申告額が支払われるなど未払法人税

等が6億6千8百万円減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ20億1千万円減少し（前期末比

31.9％減）、42億8千5百万円となりました。 

d.固定負債 

リース債務の返済が進捗したことなどから、前連結会計年度末に比べ4千7百万円減少し（前期末

比21.4％減）、1億7千4百万円となりました。 

e.純資産 

四半期純利益を7億8千9百万円計上したのに対して、前期末配当金3億4千6百万円の支払を行った

ことなどから、前連結会計年度末に比べ4億4千5百万円増加し（前期末比1.8％増）、252億8千3百

万円となりました。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第1四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

  
(4) 研究開発活動 

当第1四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費は3千2百万円であります。なお、当第1

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況について重要な変更はありません。

  
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因と今後の見通し 

国内景気は円安・株高を背景とした回復期待のなか推移しておりますが、先行きに慎重な姿勢は根強

く、企業のIT投資もその影響を受けると予測されます。また、ITに対するニーズは「業務の効率化」か

ら「経営への貢献」へとよりシフトしていくことが見込まれます。ただし、現時点で、これらの状況が

今後の当社グループの業績に与える影響を予測することは困難であります。 

  
(6) 資本の財源及び資金の流動性について 

当社グループの資金需要は、ソフトウエアの開発やハードウエアの取得を中心とする設備投資ならび

に短期運転資金などであり、自己資金にてまかなっております。当第1四半期連結会計期間末の現預金

残高は1億2千1百万円であります。また、当社グループはパナソニック株式会社との間でキャッシュマ

ネジメントシステム（CMS）利用契約を締結しており、当第1四半期連結会計期間末のCMSを利用した同

社への預け金残高は、177億3千3百万円であります。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

   該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 
  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000 

計 40,000,000 

種類
第1四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年6月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成25年8月6日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,656,000 10,656,000 
東京証券取引所 
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。 

計 10,656,000 10,656,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高 
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 

(百万円)

平成25年4月1日～ 
平成25年6月30日 

─ 10,656 ─ 1,040 ─ 870 
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(7) 【議決権の状況】 

当第1四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載

することができませんので、直前の基準日である平成25年3月31日の株主名簿により記載しておりま

す。 

① 【発行済株式】 

平成25年3月31日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成25年3月31日現在 

 
  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式） 
普通株式 300

― ―

完全議決権株式(その他) 
 
普通株式 10,654,400 106,544 ―

単元未満株式 
 
普通株式 1,300 ― 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 
 

10,656,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 106,544 ― 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義 
所有株式数 

(株)

他人名義 
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計(株)

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
パナソニック インフォメ
ーションシステムズ株式
会社 

 大阪市北区茶屋町19番19号 300 ─ 300 0.0 

計 ― 300 ─ 300 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第1四半期連結会計期間(平成25年4月1日か

ら平成25年6月30日まで)及び第1四半期連結累計期間(平成25年4月1日から平成25年6月30日まで)に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

 2  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 268 121

受取手形及び売掛金 6,750 3,583

工事未収入金 831 1,294

たな卸資産 382 272

繰延税金資産 498 255

預け金 16,236 17,760

その他 761 1,045

流動資産合計 25,730 24,333

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 651 633

工具、器具及び備品（純額） 2,194 2,062

リース資産（純額） 317 274

建設仮勘定 142 156

有形固定資産合計 3,305 3,126

無形固定資産   

ソフトウエア 435 376

その他 78 106

無形固定資産合計 514 482

投資その他の資産   

投資有価証券 231 235

繰延税金資産 42 59

前払年金費用 679 653

その他 852 851

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,805 1,800

固定資産合計 5,624 5,409

資産合計 31,355 29,743
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,253 1,552

未払法人税等 947 279

未払金 1,658 961

未払費用 163 735

未払消費税等 258 113

預り金 17 40

賞与引当金 670 250

役員賞与引当金 24 1

その他 301 350

流動負債合計 6,295 4,285

固定負債   

退職給付引当金 10 11

長期預り金 35 34

リース債務 175 128

固定負債合計 221 174

負債合計 6,517 4,459

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,040 1,040

資本剰余金 870 870

利益剰余金 22,900 23,343

自己株式 △0 △0

株主資本合計 24,810 25,253

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 27 30

その他の包括利益累計額合計 27 30

純資産合計 24,838 25,283

負債純資産合計 31,355 29,743
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(2)【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 7,843 8,309

システムサービス売上高 5,454 5,624

システムソリューション売上高 2,389 2,684

売上原価 6,334 6,346

システムサービス売上原価 4,351 4,153

システムソリューション売上原価 1,982 2,193

売上総利益 1,509 1,962

販売費及び一般管理費 789 702

営業利益 719 1,259

営業外収益   

受取利息 6 8

受取配当金 3 3

その他 1 1

営業外収益合計 11 13

営業外費用   

支払利息 3 2

固定資産廃却損 1 3

為替差損 0 3

その他 0 0

営業外費用合計 5 9

経常利益 725 1,262

税金等調整前四半期純利益 725 1,262

法人税、住民税及び事業税 339 250

法人税等調整額 △53 223

法人税等合計 286 473

少数株主損益調整前四半期純利益 438 789

四半期純利益 438 789

少数株主損益調整前四半期純利益 438 789

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △28 2

その他の包括利益合計 △28 2

四半期包括利益 410 792

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 410 792

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更) 

該当事項はありません。 

  
(会計方針の変更等) 

該当事項はありません。 

  
(追加情報) 

前第1四半期において売上高・売上原価は、「システムサービス売上高（売上原価）」、「システム

ソリューション売上高（売上原価）」、「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」の3区分

での表示としていました。しかし、システムソリューションとシステム機器・通信機器関連につきま

しては、相互に結びつきが強く一体として提供されるケースが多いこと、また、近年政策的に機器単

体の販売にはウェイトを置いていないことなどに鑑み、より実態に近い区分表示を目的として、当第1

四半期より従来の「システムソリューション売上高（売上原価）」と「システム機器・通信機器関連

売上高（売上原価）」を合算して「システムソリューション売上高（売上原価）」として表示いたし

ます。これによって売上高・売上原価は、「システムサービス売上高（売上原価）」、「システムソ

リューション売上高（売上原価）」の2区分での表示としております。 

 この結果、前第1四半期の四半期連結損益及び包括利益計算書において、「システムソリューション

売上高（売上原価）」、「システム機器・通信機器関連売上高（売上原価）」としてそれぞれ表示し

ていた1,356百万円（1,097百万円）、1,033百万円（885百万円）は、「システムソリューション売上

高（売上原価）」2,389百万円（1,982百万円）として組み替えております。 

  
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第1四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第1四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及

びのれんの償却額は、次のとおりであります。 
  

 
  

(株主資本等関係) 

前第1四半期連結累計期間(自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日) 

  配当金支払額 

 
  

当第1四半期連結累計期間(自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日) 

  配当金支払額 

 (自  平成24年4月1日 
至  平成24年6月30日) 

前第1四半期連結累計期間
(自  平成25年4月1日 
至  平成25年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間

減価償却費 

のれんの償却額 
 

406百万円

4百万円
 

462百万円

4百万円

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年5月17日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成24年3月31日 平成24年5月31日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額 
(百万円)

１株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年5月20日 
取締役会 

普通株式 346 32.50 平成25年3月31日 平成25年6月3日 利益剰余金

― 13 ―



(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第1四半期連結累計期間（自 平成24年4月1日 至 平成24年6月30日）及び当第1四半期連結累計期

間（自 平成25年4月1日 至 平成25年6月30日） 

当社グループの事業は、情報サービス事業ならびにこれらの付帯業務の単一事業であります。 

したがいまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は次のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

平成25年5月20日開催の取締役会において、平成25年3月31日の最終の株主名簿に記録された株主に対

し、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。 

項目 (自 平成24年4月1日 
至 平成24年6月30日) 

前第1四半期連結累計期間
(自 平成25年4月1日 
至 平成25年6月30日) 

当第1四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 41円19銭 74円08銭 

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額(百万円) 438 789 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─ 

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 438 789 

普通株式の期中平均株式数(株) 10,655,680 10,655,628 

２ 【その他】

(1) 配当金の総額 346百万円

(2) １株当たりの金額 32円50銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成25年6月3日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 
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パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社 

 
  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパナ

ソニック インフォメーションシステムズ株式会社の平成25年4月1日から平成26年3月31日までの連結会計年

度の第１四半期連結会計期間（平成25年4月1日から平成25年6月30日まで）及び第１四半期連結累計期間

（平成25年4月1日から平成25年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半

期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、パナソニック インフォメーションシステ

ムズ株式会社及び連結子会社の平成25年6月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結

累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

 平成25年8月2日

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 小  山  謙  司  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員  

公認会計士 佃  弘  一  郎  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員   

公認会計士 出  田  吉  孝  印 

(注) 1  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 

  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第1項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成25年8月6日 

【会社名】 パナソニック インフォメーションシステムズ株式会社 

【英訳名】 Panasonic Information Systems Co., Ltd. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  前 川 一 博 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理部長  吉 川 達 夫  

【本店の所在の場所】 大阪市北区茶屋町19番19号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町2番1号) 

 



当社代表取締役社長前川一博及び当社取締役経理部長吉川達夫は、当社の第16期第1四半期(自 平成25

年4月1日 至 平成25年6月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】




